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６ 総括 

令和３年度の決算については、歳入総額が２３，１４３，２１２，１３６円で、前年度歳入決算

額２６，６８５，７７３，０８８円と比較すると３，５４２，５６０，９５２円、１３．３％の減

少である。また、歳出総額が２０，８６５，２２１，０６０円で、前年度歳出決算額２４，９５５，

５４１，８８０円と比較すると４，０９０，３２０，８２０円、１６．４％の減少である。   

その構成を見ると、歳入は自主財源比率が前年度決算と比較し８．８ポイントの増加、歳出は消

費的経費、投資的経費が減少し、その他の経費が増加している。 

令和３年度の決算の特徴として、歳入では、自主財源である市税が前年度決算額と比較すると２

０３，４９０，４５９円（２．４％）減少したが、収納率は９８．０％と、前年の９７．６％と比

較すると０．４ポイント上昇している。これは、早期の滞納処分可能財産の把握及び滞納処分の実

施などの成果によるものである。 

このほか、国庫支出金が前年度決算額と比較すると４，７５８，２２３，５２１円（５０．

１％）減少となった。これは、令和２年度に特別定額給付金事業費補助金等の交付により大幅に国

庫支出金が増加したことによる減少であるが、令和３年度については住民税非課税世帯等や子育て

世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金等が交付されたことにより、２年前の令和元年度決算額

と比較すると１，９７０，９５１，０５４円（７１．１％）増加している。 

歳出において、性質別では、消費的経費及び投資的経費が前年度決算額を下回った。この理由と

して、総務費における防災行政無線デジタル化工事や、教育費における小学校校舎情報通信ネット

ワーク整備事業が終了したことに伴う該当費用の減少が挙げられる。 

また、科目別では、総務費、商工費、土木費、消防費及び教育費が前年度決算額より減少となっ

たが、その他の科目では増加となっている。 

以上のとおり、歳入においては、自主財源の要となる市税について、引き続き、滞納者に対する

早期の財産調査を行い、厳正な滞納処分の実施を行うとともに、適正な不納欠損処理をされたい。 

また、老朽化施設への対策などの財源として市債を活用するに当たっては、後年度負担が過度に

ならないよう、世代間負担の公平化を勘案しつつ、計画的な財政運営を心掛けていただきたい。 

歳出においては、引き続き、ＪＲ高麗川駅東口開設に向けた関連経費の支出、高萩北部土地区画

整理事業に向けた関連経費の支出、経年劣化による施設の更新及び長寿命化への対応経費などが見

込まれるが、社会・経済活動が安定せず大幅な歳入増加が期待できない状況の中で、厳しい財政運

営が強いられるものと考えられる。これらのことから、適正な予算の執行や計画的な事務の執行を

心掛けていただくとともに、予算の執行に当たっては、執行状況を精査し所要の補正を行うなど、

不用額の縮減に努め、効率的な予算の執行に努めていただきたい。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも

関係法令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿及び証書類の

処理も妥当であると認められた。 
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（２） 国民健康保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は６，３９３，０８８，４０１円で、前年度歳入決算額６，０５２，１３５，５６３円

と比較すると３４０，９５２，８３８円、５．６％増加となっている。 

                                       （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 
国 民 健 康 

保 険 税 

1,046,147,000 1,112,791,567 66,644,567 1,160,543,586 △47,752,019 

  6.4%   △4.1% 

２ 
国 庫 

支 出 金 

2,000 1,211,000 1,209,000 9,815,000 △8,604,000 

  60,450.0%   △87.7% 

３ 県 支 出 金 
4,933,877,000 4,715,302,413 △218,574,587 4,480,978,391 234,324,022 

  △4.4%   5.2% 

４ 財 産 収 入 
1,000 0 △1,000 0 0 

  -   - 

５ 寄 附 金 
1,000 0 △1,000 0 0 

  -   - 

６ 繰 入 金 
579,863,000 487,283,891 △92,579,109 334,874,243 152,409,648 

  △16.0%   45.5% 

７ 繰 越 金 
56,642,000 56,642,832 832 48,167,424 8,475,408 

  0.0%   17.6% 

８ 諸 収 入 
7,014,000 19,856,698 12,842,698 17,756,919 2,099,779 

  183.1%   11.8% 

合 計 
6,623,547,000 6,393,088,401 △230,458,599 6,052,135,563 340,952,838 

    △3.5%   5.6% 
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（２） 歳出 

歳出総額は６，３０３，８４６，４２８円で、前年度歳出決算額５，９９５，４９２，７３１円

と比較すると３０８，３５３，６９７円、５．１％の増加となった。主な要因としては、保険給付

費２０３，０２７，８６０円（４．６％）の増加によるものである。 

                                       （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 
25,079,000 23,309,043 1,769,957 28,505,215 △5,196,172 

 92.9%   △18.2% 

２ 保険給付費 
4,885,101,000 4,592,760,831 292,340,169 4,389,732,971 203,027,860 

 94.0%   4.6% 

３ 

国 民 健 康 

保険事業費 

納 付 金 

1,569,085,000 1,569,083,768 1,232 1,464,650,733 104,433,035 

 100.0%    7.1% 

４ 
財政安定化

基金拠出金 

1,000 0 1,000 0 0 

 -    - 

５ 
共 同 事 業 

拠 出 金 

1,000 83 917 750 △667 

 8.3%    △88.9% 

６ 保健事業費 
77,988,000 57,614,192 20,373,808 56,674,142 940,050 

 73.9%   1.7% 

７ 基金積立金 
1,000 0 1,000 0 0 

 -   - 

８ 諸 支 出 金 
61,743,000 61,078,511 664,489 55,928,920 5,149,591 

  98.9%     9.2% 

９ 予 備 費 
4,548,000 0 4,548,000 0 0 

  -     - 

合 計 
6,623,547,000 6,303,846,428 319,700,572 5,995,492,731 308,353,697 

  95.2%     5.1% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、８９，２４１，９７３円である。 
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２ 運営状況 

被保険者の加入状況は、本年度末で８，３０４世帯、１２，９２０人である。前年度と比較する

と、世帯数では３０２世帯（３．５％）減少、被保険者数は６２０人（４．６％）減少している。 

 

区 分 本 年 度 末 前 年 度 末 比 較 

世 帯 数 8,304 世帯 8,606 世帯 △302 世帯 

被 保 険 者 数 12,920 人 13,540 人 △620 人 

 

（単位：円）  

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 額 増 減 率 

療 養 給 付 費 3,913,515,354 3,724,736,367 188,778,987 5.1% 

療  養  費 42,656,321 40,106,454 2,549,867 6.4% 

高 額 療 養 費 612,654,620 595,200,431 17,454,189 2.9% 

合 計 4,568,826,295 4,360,043,252 208,783,043 4.8% 

 

 

３ 各説 

（１） 歳入 

① 国民健康保険税 

（単位：円） 

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,046,147,000 1,081,973,000 △35,826,000 △3.3% 

調 定 額 1,283,314,890 1,359,573,883 △76,258,993 △5.6% 

収 入 済 額 1,112,791,567 1,160,543,586 △47,752,019 △4.1% 

不 納 欠 損 額 32,647,190 15,192,064 17,455,126 114.9% 

還 付 未 済 額 1,487,900 1,108,800 379,100 34.2% 

収 入 未 済 額 139,364,033 184,947,033 △45,583,000 △24.7% 

収 入 率 対 予 算 106.4% 107.3%   

収 納 率 対 調 定 86.7% 85.4% 1.3 ポイント 

  
 

現 年 課 税 分 96.2% 95.2% 1.0 ポイント 

   滞 納 繰 越 分 29.2% 31.9% △2.7 ポイント 

 

予算現額１，０４６，１４７，０００円、調定額１，２８３，３１４，８９０円、収入済額１，

１１２，７９１，５６７円で、予算現額に対する収入率は、１０６．４％である。また、調定額に
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対する収納率は、現年課税分９６．２％、滞納繰越分２９．２％で、合計収納率は８６．７％とな

り前年度の収納率８５．４％より１．３ポイント増加した。 

不納欠損額は、３２，６４７，１９０円（３７４件）であり、いずれも地方税法第１５条の７及

び第１８条の規定による所定の手続きにより不納欠損処分されている。 

収入未済額は、現年課税分４３，５３２，９８１円（４９１件）、滞納繰越分９５，８３１，０

５２円（８０９件）である。なお、還付未済額は１，４８７，９００円（３７６件）である。 

 

② 繰入金 

予算現額５７９，８６３，０００円に対して、収入済額４８７，２８３，８９１円であり、これ

は、一般会計からの繰入金である。 

 

 

（２） 歳出 

保険給付費における療養給付費、療養費及び高額療養費が増加し、前年度より２０３，０２７，

８６０円（４．６％）増加となっている。他に、出産育児諸費の出産育児一時金１０，０６４，０

００円（２４件）、葬祭諸費の葬祭費５，０００，０００円（１００件）が支出されている。 

 

 

４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（３） 後期高齢者医療特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は７５９，２５４，８２５円で、前年度歳入決算額７５２，５９５，９２６円と比較す

ると６，６５８，８９９円、０．９％の増加となっている。 

（単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 
後期高齢者

医療保険料 

632,635,000 610,446,194 △22,188,806 595,482,024 14,964,170 

  △3.5%   2.5% 

２ 繰 入 金 
153,040,000 145,468,701 △7,571,299 141,874,851 3,593,850 

  △4.9%   2.5% 

３ 繰 越 金 
2,554,000 2,554,079 79 14,531,642 △11,977,563 

  0.0%   △82.4% 

４ 諸 収 入 
1,005,000 785,851 △219,149 529,409 256,442 

  △21.8%   48.4% 

５ 国庫支出金 
－ － － 178,000 △178,000 

  －   皆減 

合 計 
789,234,000 759,254,825 △29,979,175 752,595,926 6,658,899 

    △3.8%   0.9% 
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（２） 歳出 

歳出総額は７５５，０５５，２４８円で、前年度歳出決算額７５０，０４１，８４７円と比較す

ると５，０１３，４０１円、０．７％の増加となっている。 

（単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 
26,604,000 24,359,548 2,244,452 25,198,496 △838,948 

 91.6%   △3.3% 

２ 

後期高齢者

医 療 広 域 

連合納付金 

758,075,000 727,463,070 30,611,930 719,866,151 7,596,919 

 96.0%    1.1% 

３ 諸 支 出 金 
3,556,000 3,232,630 323,370 4,977,200 △1,744,570 

 90.9%     △35.1% 

４ 予 備 費 
999,000 0 999,000 0 0 

 -     - 

合 計 
789,234,000 755,055,248 34,178,752 750,041,847 5,013,401 

  95.7%     0.7% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、４，１９９，５７７円である。 

 

 

２ 被保険者数について 

後期高齢者医療被保険者数は、令和３年度末で８，９０６人である。前年度と比較すると、４５

８人（５．４％）増加している。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 

 

 



 32

（４） 介護保険特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は４，２２０，３５６，０６６円で、前年度歳入決算額４，０９１，５１８，１２４円

と比較すると１２８，８３７，９４２円、３．１％の増加となった。主な要因としては、国庫支出

金５８，５２３，７３３円（８．３％）、県支出金６６，２０９，５８１円（１１．９％）の増加

によるものである。 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 保 険 料 
1,019,561,000 1,014,313,895 △5,247,105 1,013,396,630 917,265 

  △0.5%   0.1% 

２ 国庫支出金 
793,017,000 767,420,934 △25,596,066 708,897,201 58,523,733 

  △3.2%   8.3% 

３ 
支 払 基 金 

交 付 金 

1,100,305,000 1,041,668,000 △58,637,000 1,012,223,779 29,444,221 

  △5.3%   2.9% 

４ 県 支 出 金 
639,984,000 624,005,619 △15,978,381 557,796,038 66,209,581 

  △2.5%   11.9% 

５ 財 産 収 入 
193,000 86,055 △106,945 193,410 △107,355 

  △55.4%   △55.5% 

６ 繰 入 金 
744,407,000 656,200,080 △88,206,920 682,013,940 △25,813,860 

  △11.8%   △3.8% 

７ 繰 越 金 
116,398,000 116,397,799 △201 116,896,903 △499,104 

  △0.0%   △0.4% 

８ 諸 収 入 
21,000 263,684 242,684 100,223 163,461 

  1,155.6%   163.1% 

合 計 
4,413,886,000 4,220,356,066 △193,529,934 4,091,518,124 128,837,942 

    △4.4%   3.1% 
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（２） 歳出 

歳出総額は４，１４９，７１４，１９２円で、前年度歳出決算額３，９７５，１２０，３２５円

と比較すると１７４，５９３，８６７円、４．４％の増加である。主な要因としては、保険給付費

１４９，９７２，６９２円（４．２％）の増加によるものである。 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 
53,151,000 46,777,230 6,373,770 50,998,377 △4,221,147 

 88.0%  △8.3% 

２ 保険給付費 
3,968,773,000 3,754,669,675 214,103,325 3,604,696,983 149,972,692 

 94.6%  4.2% 

３ 基金積立金 
44,625,000 44,517,598 107,402 42,481,066 2,036,532 

 99.8%  4.8% 

４ 
地 域 支 援 

事 業 費 

217,662,000 183,857,952 33,804,048 191,839,047 △7,981,095 

 84.5%  △4.2% 

５ 諸 支 出 金 
120,153,000 119,891,737 261,263 85,104,852 34,786,885 

 99.8%    40.9% 

６ 予 備 費 
9,522,000 0 9,522,000 0 0 

 -    - 

合 計 
4,413,886,000 4,149,714,192 264,171,808 3,975,120,325 174,593,867 

  94.0%     4.4% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は７０，６４１，８７４円である。
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２ 各説 

（１） 歳入 

① 保険料  

                 （単位：円）  

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,019,561,000 1,009,094,000 10,467,000 1.0% 

調 定 額 1,035,070,109 1,038,220,579 △3,150,470 △0.3% 

収 入 済 額 1,014,313,895 1,013,396,630 917,265  0.1% 

不 納 欠 損 額 6,661,933 7,773,300 △1,111,367 △14.3% 

還 付 未 済 額 963,760 805,585 158,175 19.6% 

収 入 未 済 額 15,058,041 17,856,234 △2,798,193 △15.7% 

収入率 対 予 算 99.5% 100.4%   

収納率 対 調 定 98.0% 97.6% 0.4 ポイント 

  
 
現 年 度 分 99.4% 99.2% 0.2 ポイント 

   滞 納 繰 越 分 15.0% 15.7% △0.7 ポイント 

 

予算現額１，０１９，５６１，０００円、調定額１，０３５，０７０，１０９円、収入済額１，

０１４，３１３，８９５円で、予算現額に対する収入率は９９．５％である。また、調定額に対

する収納率は、現年度分９９．４％（前年度９９．２％）、滞納繰越分１５．０％（前年度１５．

７％）で、合計収納率は９８．０％となり、前年度の収納率９７．６％から０．４ポイント増加

した。 

不納欠損額は、６，６６１，９３３円（８０４件／１８６人）であり、いずれも介護保険法第

２００条第１項の規定に基づく所定の手続により不納欠損処分されている。 

収入未済額については、現年度分６，５５０，５００円（７７１件／１７４人）、滞納繰越分８，

５０７，５４１円（９３３件／１７３人）で、合計１５，０５８，０４１円である。還付未済額

は９６３，７６０円（１７８件／１２６人）である。 

 

 

② 繰入金 

予算現額７４４，４０７，０００円に対して、収入済額６５６，２００，０８０円であり、内

訳は、一般会計からの繰入金６２５，２００，０８０円、基金からの繰入金３１，０００，００

０円である。 

 

 

（２）  歳出 

要介護及び要支援認定者数は、令和３年度末で２，５９０人であり、前年度より１３４人増えて

いる。給付の状況は、介護サービス等諸費３，４８０，６６６，６０５円、介護予防サービス等諸

費８４，２９６，８６１円、高額介護サービス等費７８，９３５，０２６円、特定入所者介護サー

ビス等費９１，７６２，８１７円等である。 
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３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（５） 武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は５１３，９６９，９１６円で、前年度歳入決算額７７９，２２１，４４２円と比較す

ると、２６５，２５１，５２６円、３４．０％の減少となった。主な要因としては、繰入金２０１，

３０４，０００円（５３．６％）の減少によるものである。 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 保 留 地 

処 分 金 

31,739,000 31,739,200 200 101,231,500 △69,492,300 

  0.0%   △68.6% 

２ 繰 入 金 
174,012,000 174,012,000 0 375,316,000 △201,304,000 

  0.0%   △53.6% 

３ 繰 越 金 
142,856,000 142,856,716 716 80,733,942 62,122,774 

    0.0%   76.9% 

４ 諸 収 入 
1,000 0 △1,000 0 0 

    －   － 

５ 国庫支出金 
50,535,000 24,862,000 △25,673,000 20,440,000 4,422,000 

  △50.8%   21.6% 

６ 市 債 
200,900,000 140,500,000 △60,400,000 201,500,000 △61,000,000 

  △30.1%   △30.3% 

合 計 
600,043,000 513,969,916 △86,073,084 779,221,442 △265,251,526 

    △14.3%   △34.0% 

 

 

 



 37

（２） 歳出 

予算現額６００，０４３，０００円に対し、支出済額は４５５，６２６，３６６円であり、前年

度と比較すると１８０，７３８，３６０円、２８．４％の減少となった。 

なお、事業費のうち、土地区画整理事業の委託料５７，４６４，０００円が翌年度へ繰り越した。 

 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 事 業 費 
423,941,000 280,372,309 86,104,691 485,308,141 △204,935,832 

 66.1%   △42.2% 

２ 公 債 費 
175,602,000 175,254,057 347,943 151,056,585 24,197,472 

 99.8%     16.0% 

３ 予 備 費 
500,000 0 500,000 0 0 

 -     - 

合 計 
600,043,000 455,626,366 86,952,634 636,364,726 △180,738,360 

  75.9%    △28.4% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は５８，３４３，５５０円である。 

 

 

２ 支出内容 

支出済額の主なものは、事業費の土地区画整理事業（武蔵高萩駅北事業費）２８０，０４４，３

５８円、公債費の土地区画整理事業債元金償還事務（元金）１６９，９１６，８０９円である。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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 ［財産に関する調書］ 

 （１）公有財産 

区 分 内 訳 
令和２年度末 

現 在 高 

令和３年度中 

増 減 高 

令和３年度末 

現 在 高 

１ 土 地 本庁舎・その他 1,512,204.51 4,260.98 1,516,465.49 

２ 建 物 本庁舎・その他 128,390.36 228.23 128,618.59 

３ 出資による権利 出資金・出捐金 523,267,000 △100,000,000 423,267,000 

 

  １ 土地 

 日高市ふるさとの森第２号地を取得したことなどにより、令和３年度は４,２６０．９８㎡の

増加となり、令和３年度末の現在高は１，５１６,４６５．４９㎡となっている。 

 

  ２ 建物 

    日高市ふるさとの森第２号地内の建物を取得したことなどにより、令和３年度は２２８．２

３㎡の増加となり、令和３年度末の現在高は１２８，６１８．５９㎡となっている。 

 

  ３ 出資による権利 

    地域福祉基金出捐金１００，０００，０００円全額が返還され、令和３年度末には、川越総

合卸売市場株式会社出資金４０６，５５０，０００円をはじめとして合計７件の権利があり、

現在高は４２３，２６７，０００円となっている。 

 

 （２）物品 

    令和２年度末の現在高は、車両８２台と防災倉庫１２棟であり、令和３年度は車両１台が増

加となり、令和３年度末の現在高は、車両８３台と防災倉庫１２棟となっている。 

 

（３）基金 

    基金については、令和２年度末時点で財政調整基金、介護給付費準備基金及びまちづくり基

金など１３の基金があり、同年度末の現在高は３，９２０，８１９，０００円であった。令和

３年度中の増減により、同年度末の現在高は４，８５９，７３３，０００円となっている。 
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［基金］ 

基金運用状況 

 

１ 運用状況 

（１） 厚生基金 

決算年度末残高は、貸付金２，３９４，０００円、現金１，６０６，０００円の合計４，０ 

  ００，０００円である。 

 

 

（２） 高額療養費貸付基金 

決算年度末残高は、貸付金０円、現金５，０００，０００円の合計５，０００，０００円で 

  ある。 

 

 

（３） 用品調達基金 

毎月運用され、決算年度末残高は、用品０円、現金１０，０００，０００円の合計１０，０ 

００，０００円である。 

 

 

２ 審査の結果 

各基金の管理は適正であり、基金の設置目的に従い、確実に運用されている。



 

 

 


